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3つの相互に関連する最重要課題を設定し，21世紀の欧州社会的市場経済のビジョンを提示している．(1) 知的な成長 
(知識とイノベーションに基盤を置く経済発展), (2) 持続可能な成長 (より資源効率的な，環境に優しい，かつより競争
的な経済の促進), (3) 包括的な成長 (社会的・地域的な結束を高めつつ高水準の雇用を実現する経済の振興)が最重要課
題として設定され，成長戦略の重要な目標としての就業率全体が75％以上に設定された(European Commission (2010c), 
p.66). 
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の実現のため，当初(1997 年)は 19 項目，さらに 2000 年の雇用ガイドラインでは 22 項目の下
位目標が設定され，各国での取組が促された．EU の雇用政策はこの間，アムステルダム条
約(1999 年)によって法的にも根拠付けられた10． 
その後 2002 年 7 月に欧州委員会は，欧州雇用戦略の過去 5 年間の政策評価を『欧州雇用戦
略 5 年間の精査』11としてまとめ，雇用創出と失業率の低下に着目して欧州雇用戦略をポジ









度化してきた．1997 年には雇用政策のためのルクセンブルク・プロセス(the Luxembourg 
process)，1998 年には域内市場完成に向けた構造改革の推進のためのカーディフ・プロセス
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ことを求めた．これを受けて 2006 年 10 月にフィンランドのラハティで開催された非公式の
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出勤，残業などの労働時間に関する内部柔軟性に焦点を合わせて分析しているが，『2006年版 欧州の雇用』における


























参加者の大部分が 25 歳から 50 歳までの年齢層に属し，35 歳から 39 歳の年齢層が最も多い．
とくに注目すべきは，参加者の圧倒的多数が自営業者を含む就業者である点である．換言す
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併有するので，「ハイブリッド型雇用制度」と特徴づけられる(Madsen (2008), p.343f.). 
27 Jørgensen (2009), p.31 ff. Vgl. Bogedan (2009); European Commission (2006), p.78f.; Madsen (2003), p.100f.; Madsen 
(2006), p.330f.; Madsen (2008), p.342f; 坂井(2007). 







会が整備され，参加率も非常に高い．25 歳以上 64 歳未満の年齢層で生涯学習に参加した人
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(出所)  Jørgensen (2009), p.37, Figure 11. 
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常，従前賃金の 55%であり，受給可能期間は最長 52 週である．失業時の年齢が低いほど，
また失業保険加入期間が短いほど，受給可能期間が短くなる．例えば，直近 10 年間で 6 年間
失業保険に加入していた 40 歳の人の場合の受給可能期間は 39 週である．さらに退職金の支
払いも，2002 年末までは勤続 3 年以上ではじめて受領資格を取得し，その都度退職金を受け
取っていた．退職金の支給月数も，同一事業所に 3 年間勤続した場合の 2 ヵ月から，勤続 25
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いる39．経済専門家委員会の資料によれば，ドイツの就業者は 1991 年から 2007 年にかけて
1.9％増加したが，正規雇用割合は大幅に減少し，非正規雇用割合が約 14%増大し，現在では
被用者に占める非正規雇用割合が 3 分の 1 にも達し，雇用形態の多様化が確実に認められる40． 
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は相変わらず小さい(Sachverständigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwicklung (2008), S.302)．派遣労働
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が一時的なもので，従業員の 3 分の 1 以上が通常の労働時間を 10%以上短縮しなければなら
なく，しかも事業所委員会が合意した場合に実施可能となる．短縮された労働時間について




















現在，ドイツ企業の 3 分の 2 が労働時間口座を導入しているが，その多くは短期労働時間
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Zusammenfassung 
 
Die neue Wachstumsstrategie der EU －“Europa 2020” genannt－ entwickelt den Flexicurity-Ansatz 
weiter, der zu einem zentralen Politikelement der Europäischen Beschäftigungsstrategie(EBS) 
avancierte. Um die Erreichung der Work-Life-Balance aus der Perspektive vom Lebenslauf zu fördern 
und gleichzeitig die Verbesserung der Wettbewerbsfähigkeit der EU-Wirtschaft zu leisten, nimmt die 
EBS seit dem Jahr 2007 den Flexicurity-Ansatz auf, der Flexibilität und Mobilität auf den 
Arbeitsmärkten mit sozialen Sicherungsnetzen kombinieren soll. 
 
In diesem Beitrag versucht der Verfasser klarzumachen, dass die Theorie der Übergangsmärkte eine 
konzeptionelle Grundlage für Flexicurity-Ansatz liefert, und dass Politikmaßnahmen zur Förderung 
der Flexicurity sich pfadabhängig gestalten und es keine Einheitslösung geben kann. Nachdem er die 
Theorie der Übergangsmärkte in Anlehnung an die Forschungsergebnisse von G. Schmid überblickt, 
behandelt er den Flexicurity-Ansatz im Hinblick auf die Entfaltung der EBS. Abschließend bemerkt er 
beispielhaft bedeutsame Instrumente von der Flexicurity-Politik, die sich in Dänemark, Österreich 
und Deutschland entwickelt. 
